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1. はじめに 
近年，全国で災害が頻発化しており，その被害も大きく

なっている．いざ災害が発生した際，被災者はそれぞれに

生活再建を進めなければならない．既往研究では，生活再

建に必要な 7 要素を解明している[1]が，阪神・淡路大震災

を事例としたものである．その後の災害においては，この

成果を参考にされつつも，具体的な時系列での生活再建過

程の解明については不十分であるのが現状である．被災者

への生活再建過程が解明できれば，被災者に寄り添った支

援のあり方の検討や新しい制度整備に寄与できると考える． 
本研究では，新聞記事データを対象として生活再建にか

かる発信情報から，その変化の特徴を捉えることを目指す．

2011 年東日本大震災は全国に影響を与え，かつ復興に時間
を要する災害であったことから，全国紙に記述が多いと考

え，本研究では当災害を扱う．特に記事内の名詞に着目し，

共起ネットワーク分析により変化の把握を実施する． 

2. 生活再建支援にかかる分析環境の整備 
2.1 データ整備 

本研究では，朝日新聞社が販売する朝日新聞記事データ

（学術・研究用）を使用した．本データでは，朝日新聞が

発刊した全国紙を対象として，「掲載年月日」「刊種」

「紙誌」「本誌・地域面」「面名」「文字数」「記事分類」

「見出し」「本文」の 9 項目でデータ化されている．この
整理されたデータを対象として，東日本大震災後の生活再

建支援にかかる記事から新聞として取り扱われた内容を分

析し，その傾向を把握することとしている． 
一方で，災害発生後の特徴を把握する上で，災害前の様

相も把握しなければならない．そのため，本研究では東日

本大震災の 1年前（2010年 3月 11日〜2011年 3月 10日）
までのデータを含めることで，前後の比較も可能とした．

また，2016 年には熊本地震が発生したことを受け，生活再
建支援は災害発生からの経過日数で変化することを視野に

入れ，熊本地震と東日本大震災の内容が混在することを懸

念した．そのため，2016 年 3 月 10 日までのデータを対象
に分析を実施することとした． 
上記の内容で朝日新聞として掲載された記事は，2010 年

3月 10日から 2016年 3月 11日までの総数 822,602件であ
った．これらの記事から，「見出し」「本文」のいずれか

に「生活再建」を含む記事（○○件）を抽出し，本研究で

ある共起ネットワーク分析の対象とした（図 1）． 

図 1 「東日本大震災」または「生活再建」を含む記事件数 

 

2.2 自然言語処理のための事前処理 

自然言語処理を実施するにあたり，言語データを分析し

やすくするための前処理が必要となる．本研究では，記事

内に出現する名詞に着目し，共起ネットワーク分析を実施

することとしている．そのため，数字が意味することは小

さいと考え，数値データについてはゼロとすることとし，

単位を含めて 1種類の文字データとした． 
また，生活再建は，防災の分野においても応急対応や事

前対策に比べて，その用語の統一化がなされていない実情

がある．これを踏まえて，名詞については複合語（複数の

名詞が連続して接続した単語）を 1 つの名詞として扱うこ
ととした．そのため，形態素解析を実施した際には，複数

の名詞が連続した場合は 1 つの名詞として整理し，その名
詞での共起状態を確認することとした． 

 

2.3 共起ネットワーク分析のためのプログラム整備 

本研究で実施する共起ネットワーク分析では，名詞の連

結やストップワードの動的な修正，共起ネットワークの条

件の指定等を柔軟に変更することで，今後のさらなる分析

に耐えうるものとすることを企画した．そのため，一般的

に共起ネットワーク分析では，樋口耕一氏が開発・公開し

ている KHCoder[2]を使うケースが多い．しかし，本研究で

は Pythonのライブラリを活用し，前述の新聞記事データか

らデータ抽出，形態素解析，名詞数の集計，共起ネットワ

ーク分析等を可能とするプログラムを整備した． 
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具体的には，nlplot[3]のライブラリを活用し，共起ネット

ワーク分析を可能とした．nlplot では，共起ネットワーク
分析に限らず，名詞の頻度を容易に把握できることや，ワ

ードクラウド図の作成も容易であるため，様々な視点での

分析も可能となる．また，形態素解析においては MeCab
を用い，テキストの正規化については neologdnのライブラ

リを用いた． 
これらのライブラリを用いて，検索期間とキーワードを

指定することで，csv で管理された朝日新聞データから直

接的に分析対象の記事を同定し，共起ネットワークを可視

化するプログラムを整備した．本研究では，この同一プロ

グラムを用いて分析した結果から，生活再建にかかる傾向

の年次変化を把握した． 

3. 生活再建支援にかかる分析の実施 
3.1 名詞データの抽出と頻度の把握 

前述のように，災害発生の 1 年前から 3 月 11 日を区切

りとして，1 年単位でのデータ分析を実施した．まず，名

詞の頻度に基づく全体の傾向把握を実施した．表 1 は分析

結果のうち，頻度で TOP20 の名詞をリスト化したもので

ある．括弧内の数字は頻度を示している． 
この結果が示すように，東日本大震災の前は八ッ場ダム

建設にともなう地域住民の補償に対し，「生活再建」が使

われていた．そのため，自然災害に関わるような制度・状

況に関する名詞は発生していない．一方で，発災から 1 年
では，一部で八ッ場ダム建設にともなう話題も残りつつも，

国交省を中心とした生活再建が考えられていた．また，早

い段階から仮設住宅が話題に出ていたことも確認された． 
年月が経つにつれ，原発事故の後処理に対する話題が多

く，継続して発信されていた．被災地では，津波・地震で

の被災者も生活再建を進めていたにも関わらず，それらへ

の支援については，「仮設住宅」「避難生活」「支援金」

という名詞が確認されるにとどまっている．また，事前処

理が十分でなかったためであるが，4〜5 年後の分析におい
ては，平成 27 年 9 月関東・東北豪雨災害に関する記事が

含まれており，「床上浸水」も確認された．より詳細な分

析を実施するためには，本研究で抽出した記事を精査する

必要があると考えている． 
 

表 1 各年次における頻出名詞リスト 

 
 

3.2 共起ネットワークの作成と考察 

前述のプログラムを用いて，当該の新聞記事データに対

して，文章単位での各名詞の共起度を算出し，ネットワー

クグラフとして可視化した．出現頻度の小さい名詞は，結

果として共起度も小さくなる．また，小さい共起度を持つ

名詞まで可視化すると，ネットワークが膨大となり，全体

の様子を理解することは困難である．そこで，出現頻度の

最小値を指定し，可視化することで年次変化の傾向を把握

することとした． 
まず，出現頻度の最小値を 10 とした場合の発災から 1
年間の例を図 2 に示す．このように，災害発生後には記事

数も多く，同一名詞が幾度と使われており，共起ネットワ

ークも複雑となった．ただし，これは発災から 1 年間だけ

の記事が他の年次に対して約 2 倍であったことが影響して

いる．そこで，発災から 1 年間だけは出現頻度の最小値

=20 とし，他の年次は最小値=10 を基本として共起ネット

ワークを可視化し，年次変化を把握することとした．結果

として，図 3〜図 8を得た． 
これらの図から，年次が進むにつれてネットワークが単

純化されていくことが確認された．特に顕著に表れるのが

3 年後以降である．記事数が減少することも影響するが，

一方で出現頻度の高い名詞が限定的となっていることから

も，生活再建に関する記事に統一性は少なくなり，生活再

建が個別化していく過程を示しているとも考えられる． 
 
 

図 2 出現頻度の最小値を 10とした場合の例 

 

図 3 発災前の 1年間の共起ネットワーク 

 
 
 

⽣活再建 （ 150 ） 被災者 （ 580 ） ⽣活再建 （ 280 ） ⽣活再建 （ 230 ） ⽣活再建 （ 190 ） ⽣活再建 （ 120 ）

000 （ 83 ） ⽣活再建 （ 390 ） 被災者 （ 270 ） 被災者 （ 210 ） 仮設住宅 （ 150 ） 被災者 （ 110 ）

⼋ッ場ダム （ 80 ） 被災地 （ 310 ） 被災地 （ 180 ） 除染 （ 160 ） 被災者 （ 140 ） 仮設住宅 （ 71 ）

代替地 （ 62 ） 東⽇本⼤震災 （ 270 ） 除染 （ 130 ） 被災地 （ 120 ） 被災地 （ 95 ） 000 （ 69 ）

0都県 （ 58 ） 仮設住宅 （ 260 ） 仮設住宅 （ 110 ） 東⽇本⼤震災 （ 98 ） 中間貯蔵施設 （ 70 ） 被災地 （ 69 ）

参院選 （ 51 ） 原発事故 （ 150 ） 東⽇本⼤震災 （ 110 ） 仮設住宅 （ 92 ） 東⽇本⼤震災 （ 70 ） 避難所 （ 64 ）

⻑野原村 （ 50 ） ⼋ッ場ダム （ 110 ） 集団移転 （ 82 ） 避難者 （ 89 ） 避難者 （ 49 ） 避難者 （ 53 ）

ダム建設 （ 48 ） ⼈たち （ 91 ） 仙台市 （ 73 ） 原発事故 （ 80 ） 除染 （ 45 ） 東⽇本⼤震災 （ 48 ）

国交相 （ 48 ） 国交省 （ 90 ） 避難者 （ 69 ） 0棟 （ 68 ） 原発事故 （ 45 ） ⼈たち （ 37 ）

温泉街 （ 41 ） 担当者 （ 88 ） 原発事故 （ 63 ） ⽀援⾦ （ 55 ） 交付⾦ （ 41 ） 災害公営住宅 （ 35 ）

川原湯地区 （ 38 ） ⽀援⾦ （ 83 ） ⼈たち （ 63 ） ⼈たち （ 55 ） 汚染⼟ （ 40 ） 福島県 （ 27 ）

地元住⺠ （ 38 ） 仙台市 （ 81 ） 震災前 （ 62 ） 避難⽣活 （ 53 ） 避難所 （ 40 ） 担当者 （ 26 ）

負担⾦ （ 37 ） 避難者 （ 81 ） 中間貯蔵施設 （ 55 ） 防潮堤 （ 50 ） ⼈たち （ 37 ） 避難指⽰ （ 26 ）

⽣活再建事業 （ 34 ） 震災後 （ 79 ） 候補者 （ 53 ） 震災前 （ 49 ） 担当者 （ 36 ） 0市町村 （ 22 ）

必要性 （ 32 ） 可能性 （ 75 ） 担当者 （ 52 ） 担当者 （ 46 ） 地権者 （ 33 ） 原発事故 （ 22 ）

消費税 （ 30 ） 00 （ 74 ） 災害公営住宅 （ 48 ） 帰還困難区域 （ 44 ） 災害公営住宅 （ 33 ） 震災前 （ 21 ）

湖⾯0号橋 （ 27 ） 被災者⽣活再建⽀援法（ 71 ） 沿岸部 （ 46 ） 越⾕市 （ 41 ） 避難⽣活 （ 32 ） 震災後 （ 20 ）

政権交代 （ 27 ） 0次補正 （ 70 ） 復興庁 （ 42 ） 0市町村 （ 40 ） 防潮堤 （ 31 ） 床上浸⽔ （ 20 ）

前原⽒ （ 26 ） 液状化 （ 70 ） 復興住宅 （ 42 ） 東京電⼒福島 （ 37 ） ⼋ッ場ダム （ 30 ） ⽀援⾦ （ 20 ）

⾼⼭町⻑ （ 26 ） ⼀原発 （ 70 ） 移転先 （ 41 ） ⼀原発 （ 37 ） 県外 （ 30 ） 可能性 （ 19 ）
記事数：159 記事数：548 記事数：279 記事数：284 記事数：224 記事数：156

1年前〜発災 発災〜1年後 1年後〜2年後 2年後〜3年後 3年後〜4年後 4年後〜5年後

FIT2023（第 22 回情報科学技術フォーラム）

Copyright © 2023 by
The Institute of Electronics, Information and Communication Engineers and
Information Processing Society of Japan All rights reserved.

 360

第4分冊



図 4 発災後〜1年間の共起ネットワーク 

 

図 5 発災から 1〜2年後の共起ネットワーク 

 

図 6 発災から 2〜3年後の共起ネットワーク 

 

図 7 発災から 3〜4年後の共起ネットワーク 

 

図 8 発災から 4〜5年後の共起ネットワーク 

 

図 9 発災から 4〜5年後の共起ネットワーク(最小値=5) 
 
 
次に，4〜5 年後については対象とする名詞の出現頻度に

関する条件を緩めた（最小値=5）．これにより作成された

共起ネットワークは，一定のボリュームをもった形状とな

った（図 9）．この結果，ネットワークのグループが確認

でき，内容把握が可能となった．本研究では，一時的に出

現頻度を固定化し条件としたが，記事数もしくは文章数に

対する名詞数を，それぞれに指定することが望ましいと考

えられる． 
次に，年次変化の傾向を考察する．以下に，年次ごとの

特徴を記す． 

・ 発災前の 1年間 

東日本大震災が発生する前であるため，当災害に関する

記事はない．一方で，2007 年には能登半島地震や中越沖地

震，2008 年には岩手宮城内陸地震，2009 年には駿河湾地

震など，災害は発生している．しかし共起ネットワークに

は自然災害に関する共起はなく，八ッ場ダム建設にともな

う地域住民の生活再建についてのみ語られていた． 

・ 発災〜1年後 

 東日本大震災が発生し，被災者への支援について具体策

が確認される．多くの災害が日本で発生している経験が活

かされたためか，仮設住宅・公営住宅といった「すまい」

に関する名詞，集団移転や復興計画といった「復興の方向

性」に関する名詞が確認された．その中に「阪神大震災」

がある．当時ではすでに 17 年前の災害であり，津波災害

でなかったものの，戦後最大級であった阪神・淡路大震災
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を参考にせざるを得なかった状況が推察された．また，原

発事故に関する対応も着目されていたようであった． 
・ 1 年後〜2年後 

生活再建への支援がより具体的になりつつあり，復興に

向けた街づくりや住宅ローン問題などが表出化してきたよ

うに考えられる．一方で，政権交代が含まれており，政治

の変化が被災地の生活再建にも影響を与えうることが確認

される．発災後 1 年間に比べて大きな変化はないものの，

選挙の影響もあってか，議員の具体的な活動も確認された． 

・ 2 年後〜3年後 

 「居住制限区域」「防潮堤」のような，復興の街づくり

に関する名詞が表出化している．復興過程で街の再建が進

められており，その方向性を検討する過程に入ったと推察

される．また，原発事故に関する対応も継続的に求められ

ており，「賠償額」のような具体的な言葉も出てきている．

ただ，参院選のような政治活動とのつながりが強く，生活

再建と政権変化の関連が強いことが推察された． 

・ 3 年後〜4年後 

強く残るネットワークは，原発事故に対する対応と仮設

住宅についての対応であった．既往研究においても被災者

の生活再建に必要な 7 要素のうち「すまい」の重要性が高

いことが指摘されていた．本研究での分析で仮設住宅が強

い共起を表していたことは，東日本大震災でも同様の状況

やニーズが現れていたと推察される．また，頻度の少ない

名詞を追跡すると，「復興庁」が出現していた．東日本大

震災後に設立された復興庁は生活再建支援だけを対象とし

た省庁ではないが，生活再建との関連付けが確認され，社

会からの期待があったと推察される．また，「高齢者」も

出ており，生活再建における高齢者への課題も発生してい

たと考えられた． 
・ 4 年後〜5年後 

「私たち」「自分たち」という言葉が表出化したことが

特徴的であった．これまでは，公的支援に対する話題が多

く，それへの期待の表れであったが，より「自立再建」に

向けた活動が活発化したことが推察された．また「復興政

策」についての取り組みも本格化し，一方で「人手不足」

が問題となっていると考えられた．さらに「仙台」「福島」

という地域を表す用語に対して「岩手県」も表出しており，

生活再建にかかる活動が東北地方での全域で活発化したと

推察された． 

 
上記がすべてではないが，年次変化の大まかな傾向は把

握できた．この中で，大きな構造自体は 5 年ほどでは変化

がないことから，大規模災害において生活再建は同様の検

討が継続的に実施されることが確認された．一方で，小さ

な変化も確認されている．意識の変化やまちの再建過程の

変化が，被災地の生活再建全体に埋もれながらも，注目さ

れている実態を鑑みれば，それらへの支援や社会発信が重

要であることを示しているとも考えられた． 
これらの研究は，一義的な分析である．各被災地で実施

されている具体的な対応の記録や実態を分析し，先の結果

に照らし合わせることで，生活再建支援のあるべき姿およ

びタイミングを導出できると考えている． 

4. おわりに 
本研究では，生活再建過程を新聞記事から把握すること

を目的として，東日本大震災の発生 1 年前から発生から 5
年後に至るまでの朝日新聞データを対象に，その傾向を分

析することとした．全国紙という特性もあるのかもしれな

いが，新聞記事全体で占める割合は少なかった．一方で，

生活再建は長期にわたるものであるにも関わらず，記事数

は発災からの 1 年間が圧倒的に多く，その他の年次の約 2
倍であった． 
年次変化の傾向を把握するために，本研究では新聞記事

データに対して，形態素解析を実施した上で，連続名詞を

複合語として扱い，頻度の分析と共起ネットワーク分析を

実施した．年次変化では，全体として出現頻度の多い名詞

に変化は小さく，大きな構造は継続される傾向にあった．

一方で，頻度の小さい名詞に着目すると，街づくりの変化

や住まいの変化，我がこと意識の醸成などが確認された．

特に政治活動も含まれており，その影響もあったのではな

いかと推察された． 
本研究で実施した結果は，生活再建という復興過程にお

ける 1 つの活動を外から見たときの様子を解明した成果で

あると位置づけられる．一方で，内から見た様子として，

同じ災害事例ではないが，行政が実施する生活再建支援業

務での相談対応記録の分析結果もある[4]．このように様々

な視点から生活再建を把握し，それらを統合することで，

どのような再建過程があるかを，より具体的かつ明確に解

明できると考えている． 
今後は，国難級災害とも言われる首都直下地震や南海ト

ラフ巨大地震に備え，様々な過去の災害事例を対象にした

生活再建過程の解明を進める．多くの事例を分析し，結果

を集約することで，生活再建の起こりうる事象と対応のあ

り方が明らかとなり，事前対策の可能性を追求できると考

えている． 
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